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ディスクプレーヤー，ミニディスク…などいずれもソ  

ニー独自の技術開発によるものである．独創性重視の  

姿勢はソニーの設立以来のものであるが，創業者であ  

る井深大（ファウンダー・最高相談役）の筆になる  

「設立趣意書」（1946年）では，会社設立の目的を，  

「真面目なる技術者の技能を，最高度に発揮せしむべ  

き自由聞達にしで愉快なる理想工場の建設」と唱って  

いる．この創業の精神はその後の企業活動を通じて組  

織内に深く浸透し，ソニーの企業風土の基盤をなして  

いる．この企業文化は“ソニースピリット”として社  

月に共有され，具体的には，「人のやらないことをや  

る」挑戦的行軌「学歴無病」の実力主義，30年以上  

にわたり運用されている「社内募集」（社内公募）に  

代表される個人の自発性の重視などがその代表例とさ  

れている．早〈から国際的な事業展開を行い，ソニー  

のブランドは世界中の市場に浸透していった．現在の  

地域別売上は，日・米・欧それぞれが20％～30％を占  

め，特定地域に集中しないバランスのとれた構成とな  

っている．事業領域の多様化という側面に着目すると，  

基軸事業である映像・音響等のエレクトロニクス事業  

の売上が8割弱を占める．もう一方の柱である映画・  

音楽などのエンタテインメント用途のソフトウェアコ  

ンテンツ事業は，日本での合弁会社の設立（1968年，  

CBSソニー）に始まり，80年代末の企業買収により，  

米国企業（CBSレコーズ，コロンビアピクチャーズ）  

をグループの一月に加え拡大してきた．さらに今年，  

エレクトロニクスとエンタテインメントを融合した新  

規事業として，デジタル衛星放送サービス事業への進  

出を決め，ニューズ・コーポレーション等が共同設立  

した日本向けデジタル衛星放送“JスカイB”への経  

営参画を発表した．こうして現在のソニーは，グロー  

バルに展開する多様な事業が集まった世界に類を見な  

いユニークな企業に発展してきた．  

3．ソニーグループの組織  

現在のソニーグループの組織の概要は図1のとおり  

オペレーションズ・リサーチ   

1．はじめに  

経営戦略を有効に実行し，経営環境の変化に適応す  

るために，組織をいかにデザインし機能させるかは経  

営の重要課題であり，経営学の主要テーマの1つにも  

なっている．バブル経済崩壊後の日本企業は，基幹事  

業の成熟化，グローバル化の進展，デジタル技術の急  

速な浸透，金融ビッグバンに代表される規制緩和の流  

れなど，大きな転換点にさしかかっているが，経営戦  

略の転換に合わせて組織皮革新できるか否かが企業の  

成長を大きく左右するキーファクターになっている．  

筆者は，ソニー（株）にて経営企画的な観点から組織  

の問題を扱う業務を担当しているが，ソニーの主たる  

事業領域であるオーディオ・ビジュアル（AV）機器  

を中心としたエレクトロニクス産業も，過去の急速な  

拡大期から安定的な成長期に入り，既存事業の再編に  

よる経営の効率化を進める必要に迫られている．また  

「第2の産業革命」とも呼ばれるデジタル技術の発展  

は，既存の技術・事業・市場の構造を一新し，エレク  

トロニクス，コンピュータ，通信といった業界の垣根  

を崩し，構造的に不確実性の高い経営環境を招来しつ  

つある．この変化の流れの中で，既存事業の効率追求  

と新規事業の創造・育成という，2種類の戟略を同時  

に実行する「攻守一体」となった経営が必要とされ，  

それを実現する組織をいかにデザインするかが組織戦  

略上の課題となっている．本稿の目的は，ソニーの最  

近の組織改革の事例を紹介し，実務的な視点に立った  

議論を提起し読者の参考とすることにある．  

2．会社概要   

ソニーは，1946年に設立されて以来50年間，独創的  

な技術開発力・商品企画力でAV機器業界をリードし  

てきた．テープレコーダー，トランジスタラジオ， ト  

リニトロンカラーテレビ，家庭用VTR，コンパクト  

にしむら しげる ソニー株式会社 経営業務室  

〒141品川区北品川6－7－35  
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年代は，ソニーにと って急激な規模の拡大と多  

角化の時代であったが事業本部制がこの事業発  

展を支えるインフラとして有効に機能したと言  

える．しかし，90年代に入り状況は変化し，  

1992年3月期には単独決算で創業以来初の営業  

赤字を記録するといった苦境に陥った．この時  

期の業績停滞の要因は以下のように整理できる．  

1）構造的な要因として，AVエレクトロニ  

クス事業の既存ビジネスモデルの成熟化．高い  

成長性を保っていたエレクトロニクス事業も，  

日・北米・西欧の市場においては90年代に入りその成  

長性にかげりが顕著になってきた．ソニーの成長エン  

ジンであった“ビジネスモデル”， すなわち顧客に共  

有された高いブランドイメージを背景に，単品のAV  

機器（ハードウェア）を大量に生産・流通・販売し利  

益を得るという仕組みの活力の低下   

2）短期的な環境要因として，円高と日本の景気低迷   

3）内部的な要因として，組織の過度の細分化・多  

階層化による効率の低下と組織活力の低下（いわゆる  

“大企業病”）．この時期は，ソニーらしい大型ヒット商  

品が生まれず，また細かく区分された事業本部・営業  

本部が互いの権限を主張し合い，同一市場での競合や  

複数事業本部の製品を組合せたシステム商品ビジネス  

における協力体制の不備など，かつての成長エンジン  

であった事業本部制の弊害が目立つようになってきた．   

このような状況の中，カンパニー制は導入された．  

その目的は以下のようなものであった（広報発表資料  

94年1月21日「経営機構の革新について」）．   

1）中核ビジネスの一層の強化と新規事業の育成   

2）市場対応型組織の導入による，マーケットの要  

請への製販一体となった対応   

3）事業責任の明確化と権限の委譲による，外部変  

化に迅速に対応できる組織の構築   

4）階層の少ないシンプルな組織の構築   

5）企業家精神の高揚による21世紀に向けたマネジ  

メントの育成   

ここに列挙された目的から読み取れることは，カン  

パニー制が単純な権限委譲と組織細分化による活性化  

施策ではなく基軸事業の成熟化と企業の成長ステージ  

をにらんだ戦略に裏打ちされていることがわかる．特  

にこの時期の経営課題であったエレクトロニクスの既  

存ビジネスモデルの“効率追求”による短期的収益改善  

と，肥大化・重層化した組織の弊害の除去が意図され  

ていた．細分化された事業本部を8つの大括りの組織  
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図1ソニーグループの組織   

である．97年3月末時点で1074社の企業が（連結決算  

対象企業の数）が，4つの主な領域で事業を行っている．  

この中で主軸となるエレクトロニクス事業は，ソニー  

（株）に属する10個の「カンパニー」と呼ばれる組織が  

主として担当、している．各カンパニーは製品カテゴリ  

ー別にそれぞれ事業領域を定め，その傘下に製造機能  

を担当する子会社を系列化し企業グループを形成して  

いる．一方，販売機能は，地域・国ごとの市場に責任  

を持つ関係会社が横断的に担当する形になっている．   

カンパニー以外では，「プレイステーション」の大  

ヒットで家庭用ゲーム事業のトノブ企業の地位を獲得  

したソニー・コンピュータエンタテインメントなどの  

企業がエレクトロニクス事業を担当している．エンタ  

テインメント事業はソニー・ミュージックエンタテイ  

ンメント（音楽），ソニー・ピクチャーズ・エンタテイ  

ンメント（映画，テレビ）などの米国に拠点を持つ企  

業が中心になって推進している．  

4．カンパニー制  

ソニーが1994年4月に実施した組織改革の際に導入  

した「カンパニー制」は各事業ユニット（これを“カ  

ンパニー”と称す）への大幅な権限委譲を特徴とした  

分権型の組織形態であり，“カンパニー ”という呼称  

が示す通り一種の「擬似的な分社」を志向した経営シ  

ステムである．事業ユニッ・トの分権を基本とした組織  

という点においてカンパニーと「事業部制」との間に  

本質的には違いは存在しないが，権限委譲の範囲を一  

層拡大し，仮想独立法人であるカンパニーの自律的な  

事業運営の権限と責任をさらに明確にすることが最大  

の特徴である．ソニーがカンパニー制を導入した1994  

年当時の経営状況を振り返りこの組織改革の背景にあ  

る戦略的意図を確認したい．   

ソニーではカンパニー制以前にも「事業本部制」と  

いう呼称で分権型組織を導入していた■（1983年）．80   
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であるカンパニーに再編するという点では権限・機能  

の「集権」であり，トップマネジメント・本社の権限を  

カンパニーに委譲するという点では「分権」と言える．   

94年4月の組織改革を概観する．組織構造面では，  

それまで19の事業本部と7つの営業本部に細分化され  

ていた組織が，製版機能が一体となった8つのカンパ  

ニーに再編された．また，研究所や専門機能組織（情  

報システム，資材調達，人事等）もカンパニーに置か  

れたが，これは各カンパニーは開発，設計，商品企画，  

管理，製造，マーケティングといった機能を内部に持  

つ自己完結的な組織にするという考え方にもとづく．  

迅速な意思決定を図るため，組織階層の削減も実施さ  

れ，従来の事業本部制において最大で8階層あったも  

のが5または4階層に削減された．経営システム面で  

の特徴は，まず権限委譲の一層の範囲の拡大が挙げら  

れる．例えば設備投資の実行ではカンパニーのトップ  

（70レジデント）の決定上限金額が従来の2倍（1案  

件10億円）にまで引き上げられた．管理会計・業績評  

価の面では，カンパニー別BS管理制度が導入され，  

プレジデントは，従来の事業本部長が負っていたPL  

管理責任（損益責任つまり市場管理責任と利益責任）  

に加え，BS管理責任（資産運用効率や財務健全性）  

を負うことになった．これは仮想独立法人のトノブで  

あるプレジデントに「珠主」（実際は本社に対して配  

当を行う）や「資本」を意識した経営を促す．   

カンパニー制は，通常事業ユニットの権限拡大によ  

る事業運営面でのメリットが強調されるが，その結果  

もたらされる「本社機能の純化」という側面を忘れて  

はならない．ソニーにおいては96年4月のカンパニー  

制の見直し（第2次カンパニー制）以降特に強く意識  

されるようになった点であり，この本社機能の純化つ  

まり，つまり，同一法人の形態を保ちながら，ソニー  

の「本業」であるAVエレクトロニクス事業の制約・  

影響から離れた位置に本社を置き，本社のトップマネ  

ジメントおよびスタッフがソニーグルー70全体の戦略  

立案や全体最適を図る役割に専心する「分社的経営環  

境」を実現したのがカンパニー制と言える．カンパニ  

ー制における本社の役割は，大きく分けて2つある．   

1）株主・社会などのステークホルダーに対する責  

任を担う 2）ソニーグループとしての経営方針の策  

定，アイデンティティーの維持   

具体的には以下のようなものが本社の機能として挙  

げられる．  

・全社的な新規事業戟略の立案，全社的事業ポート  
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フォリオと経営資源の中期的な配分の戦略立案  

・各事業ユニット（カンパニー ，関係会社）の短  

期・中期事業計画の承認  

・全社経営戦略上重要な提携・契約・訴訟対応  

・関係会社の設立，出資，増減資，合併・上場  

・商標など重要な無形財産権の許諾  

・BS管理制度にもとづく“本社銀行”機能（配当  

を受け，融資を行う）  

・集中化メリットのある共通業務，研究開発の遂行  

5．第2次カンパニー制と「グル⊥プ本社」  

の機能強化  

94年以降，ソニーの業績は急速に回復し，97年3月  

期では史上最高の業績達成したが，この原動力の1つ  

としてカンパニー制が有効に機能したと言えよう．し  

かし，95年4月の社長交代（出井社長の就任）を経て，  

次第に基軸事業の構造変革に対応した経営機構改革の  

気運が高まってきた．この流れの中で実行されたのが  

96年4月のカンパニー制の見直し（第2次カンパニー  

制）および97年4月の本社機能強化である．この背景  

にあるのは，デジタル技術の急激な発展に伴うエレク  

トロニクス産業そのものの構造変革である．デジタル  

化された機器がネットワークで接続され組み合わされ  

た“システム”として利用され，また，文字情報・映  

像・音楽・ゲームソフトといったコンテンツがデジタ  

ル化されることは，それらを同質の“データ”として  

ネットワークを介して瞬時に大量に流通させることが  

可能となる．送受信用のハードウェア（たとえばディ  

スプレー），ソフトウェアコンテンツ（たとえば映画  

作品），顧客にサービスを提供する配信用メディア  

（たとえばデジタル衛星放送）を組み合わせることで，  

全く新しいピ 

デジタル革命が示唆するものは「単品のAV機器の  

大量供給・消費」を基本とした既存ビジネスモデルか  

ら，「ハード・コンテンツ・配信用メディアを組み合わ  

せて，顧客の時好に合った個別的なサービスを継続的  

に提供」するビジネスモデルへの移行である（エレ  

キ・エンタの融合サービス事業）．このような状況で，  

ソニーの眼下の経営課題は，新たな経営戦略を明確に  

定めそれに合わせて継続して組織を革新することであ  

る．社内ではこれを“第2創業（Re－Generation）”  

と呼び，企業活動のすべての側面を対象とする改革が  

進行中である．この背景を踏まえた96年4月の経営機  

構改革の狙いを確認する（広報発表資料96年1月16日  
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「新たな50年の飛躍をめざして」）．  

1）カンパニー制の強化一組織再編により機動性を高  

め市場対応力を強化  

2）戦略構築機能・コーポレートマネジメント機能の  

強化～「エグゼクティブボード」の新設  

3）AV／コンピュータ技術を融合させIT（インフォ  

メーションテクノロジー）・通信など新規事業の立  

ち上げ－カンパニーの新設・再編  

4）一元的なマーケテイング体制の構築～営業部門の  

再編  

5）新たなビジネス展開に対応した研究開発体制の構  

築～コーポレートラボラトリーの再編  

6）次代を担うマネジメントの育成  

1点めは，事業ユニット（カンパニー）の再編であ  

る．将来の事業展開との適合性と適正な範囲設定とい  

う観点から事業領域の括りが見直され，従来の8カン  

パニーは10の新カンパニーに再編された．他に比較し  

突出した組織規模であったCAV（コンスーマー  

AV）カンパニーが複数カンパニーに分割・再編され，  

デジタル化の流れに対応した新規事業を担当するカン  

パニー（たとえばITカンパニー）が新設された．ま  

た，マーケテイング機能をカンパニーから分離し「営  

業本部」として独立した．この営業本部のうち，日本  

市場を担当する国内営業本部は97年4月に，ソニーマ  

ーケテイング（株）として分社し，従来，販路・顧客  

別に分割されていた販売会社も統合し一元的に販売機  

能を担当する組織形態となった．この目的は，販売・  

マーケティング面では，各地域の関係会社が主体的に  

各市場を管理し，「10カンパニーそれぞれの販売戦略  

の単純合計」以上の付加価値を生み出すことにある．  

ただし，カンパニー・プレジデントは，“自社”の製品  

の販売業績に責任を有する点では変わりはない．   

96年の改革でより重要な点は，事業運営が分権体制  

で進められる体制下での，本社の「本来の機能」を明  

らかにし「ソニーグループの本社」機能を構築するこ  

とであった．エレクトロニクス事業の再活性化を狙っ  

た94年の改革に比較すると，96年の改革は，戟略転換  

を意識した全体戟略立案・推進の強化とそれを担う  

「グループ経営の本社機能」の明確化を意識したより  

包括的な改革であると言える．換言すると，AVエレ  

クトロニクスという既存事業主体のソニーであればカ  

ンパニーや関係会社への「分権」のみを考えた組織設  

計で有効であったのに対し，第2創業のソニーには，  

変革のための戦略立案・推進の“核”がつまり「強力  

1997年10 月号  

な本社」が必要とされるということである．また，前  

述の「エレキ・エンタの融合サービス事業」のような  

新規事業では，世界中のソニーグループの企業の経営  

資源・能力を組み合わせた事業活動が必要となり，グ  

ループの本社が全体戦略の脈絡の中で，個々のグルー  

プ企業の経営活動を“編集・統合”し，全体最適を図  

る必要が高まる（グループ経営）．   

「エグゼクティブボード（EB）」は本社の戦略立案  

のコアとして新たに設置された機関である（現在は  

「マネジメントコミッテイ（MC）」に改称）．出井社  

長を中心に財務・人事・技術など主要な各専門領域を  

代表する“チーフオフィサー”（例，チーフテクノロ  

ジーオフィサー：CTO）で構成され，毎週1回4時  

間の会議を通じて戟略の策定と，事業ユニットの決定  

権限の範囲を越える案件の意思決定を行う．チーフオ  

フィサーは，特定の事業ユニットの事業遂行の任から  

離れ，全社最適かつ戦略的な観点から判断を下す立場  

にある．つまり，カンパニー・関係会社が担当する  

個々の事業遂行の機能と，本社の全社戦略立案機能の  

分離が明確になったと言える．人事面では，従来プレ  

ジデントとしてカンパニーの経営の任にあった者の何  

人かのメンバーがチーフオフィサーの職に就いたこと  

に伴い，40歳代の若手人材を新プレジテ㌧／トに登用さ  

れるなど“若返り”が進んだ．   

技術戦略の面でも本社のシナリオによる研究開発テ  

ーマを増やし，全社経営戦略との整合性を高めること  

を狙い，カンパニーの組織に入っていた研究所が独立  

し，合わせて情報技術など経営戦略上重要な技術領域  

に対応した研究所の再編が行われた．本社のスタッフ  

機能も役割が明確化され，EB・チーフオフィサーのス  

タッフとして戦略策定を補佐するイエグゼクティブス  

タッフ」，財務・法務・知的財産・人事・広報等の各専  

門的領域ごとに戦略を実行する「コーポレートセンタ  

ー」に整理された．この他に，主としてカンパニ「を  

受益者として，資材調達・情報システム開発・物流等  

の専門的サービスを提供する「プロフェッショナルサ  

ービスセンター」，特定の事業テーマについて既存事  

業ユニットに属せず全社的観点から育成を図る「ニュ  

ービジネス・インキュベーション」が置かれた．   

97年4月の組織改革は，前年に一部着手したグルー  

70本社の機能純化・強化を主眼としたものである．そ  

の狙いはグローバルに展開するソニーグループの本社  

機能を明らかにし，その役割を果たせるように本社の  

機能を継続して高めていくことにある．  
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1）ソニーグループ全体の戟略の立案・推進および  

新規事業創造力の強化   

2）ソニーグループ全体の“ガバナンス”の強化   

1の点に関して，エグゼクティブスタッフの1組織  

として社長直轄の全社戦略・新規事業創造を担当する  

戦略スタッフ組織を置き，またエレキ・エンタが融合  

したサービス事業に関わる戟略・技術・事業推進等の  

機能を結集した組織を新設した．この意味するところ  

は，ソニーグループ全体の事業の枠組みを変えてしま  

うようなインパクトのある新規事業戟略の立案・実行  

は「グループ本社」の役割であるということである．  

特定の事業の利害・影響力から独立した視点で，将来  

最適・全体最適のための成長戦略を，既存の事業の枠  

組みを超越した発想をもって立案・推進していく役割  

はグループ本社が担うという考え方である．分権型経  

営の組織オプションを採用した企業の本社のタイプに  

は「財務管理型本社」，つまり事業の内容を基本的には  

理解せず，財務的なパフォーマンス管理を中心にする  

ものもあるが，ソニーのような独創的な事業創造によ  

る差別化戦略を得意とする企業では「戟略創造型」の  

起業家的スタンスを持った本社が適すると考えられる．   

また，コーポレートセンターの各組織をエグゼクテ  

ィブボード構成メンバー の直轄体制にし，コーポレー  

トセンターの役割見直しや目標設定を通して全社戦略  

と各専門領域の機能の近接を図った．さらに戦略提携  

などの重要性を踏まえ，法務・知的財産関連の組織の  

再編を行い，商品デザイン機能をカンパニーに分散す  

るなどの施策を実施した．   

2の点は，多様化しグローバルな広がりを持つソニ  

ーグループの求心力を維持するため，本社がグループ  

全体に適用する経営のルールやメカニズムを整え，ソ  

ニーグループとしてまたそれぞれのカンパニー・関係  

会社の経営が健全に行われるようにすることを意味し  

ている（“ガバナンス”の社内的定義）．権限委譲され  

た事業ユニットの分権型経営を有効なものとするため，  

全体最適を担保するメカニズムを同時に作り適切なモ  

ニタリングが行われる必要がある．これは従来から本  

社の役割とされてきたことであるが，改めて明確に示  

されたものであり，次に述べる「取締役会改革と執行  

役月利導入」につながっていく考え方である．  

6．取締役会改革と執行役員制導入（97年6月）  

この試みは，グループの経営に最も大きな影響を及  

ぼす「最高意思決定機関」である取締役会を改革し，  

644（10）  

同時に実態上不明確であった「取締役」の役割をソニ  

ーの経営戦略の脈絡で改めて明確化することを狙いと  

する．また珠主等の視点でソニーグループの経営に対  

する監督を行う「コーポレートガバナンス」の仕組み  

の構築も目的としている．真のグローバルカンパニー  

として事業を行っていく上で，経営合理性の追求に加  

えて，社会的要請に応えるという側面が必須であり，  

組織戟略の焦点の1つになると考える．   

日本の商法上，「取締役会は，会社の業務執行に関  

する意思決定と，取締役の業務執行の監督を行う必要  

的機関である」（商法260条）と定められている．   

商法では業務執行を決するのは取締役会の権限とさ  

れているが，取締役会の定めにより一定の範囲で代表  

取締役へ権限委譲することが認められている．ただし  

代表取締役の選任，社債発行，重要な財産の処分，多  

額の借財といった事項は必ず取締役会での決議を必要  

とする．ソニーの新しい取締役会の役割は，商法の要  

請する上記の事項に加え，以下のように規定された．  

1）ソニー（株）ならびにソニーグループとしての経  

営方針および重要事項を決定する  

2）ソニー（珠）ならびに関係会社の業務執行を管  

理・監督する   

商法が取締役会に要請する範囲を越えて，取締役会  

をグループ全体の方針決定や関係会社の監督といった  

役割を担う「グループ本社の最高意思決定機関」とし  

て機能させることが狙いである．   

日本企業の取締役会の現状の問題点に関しては，巷  

間議論が盛んであるが，たとえば経済同友会発行の  

「第12回企業自書」は以下にように指摘する．  

・企業規模の拡大と並行して，取締役の人数が数十  

名に増大し，実質的な議論ができない．  

・株主の意向を代表して経営方針を決定し，執行状  

況を監督するという色彩が弱い．  

・重要案件はすべて常務会等，取締役会以外の経営   

トップ層の会議で一定の結論を得ているため，取  

締役会に提出されても形式的なものにならざるを  

得ず，実質的な審議がしにくい（追認機関化）．   

ソニーにおいても，これまでは取締役の多くが個別  

の事業遂行を担当する組織の運営責任者でもあり，カ  

ンパニーなどのビジネス責任を負いながら，ソニーグ  

ループ全体の経営判断と業務執行の監督までも行わな  

ければならなかった．今回の改革ではソニーグループ  

全体の戦略的な意思決定および業務執行を監督する者  

を「取締役」とし，個々の業務執行に責任を持つ者を  
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「執行役貝」としてそれぞれの役割に専念できるように  

した．これにより「意思決定・監督」と「業務執行」の機  

能分離が明確になり，双方が強化されることが期待さ  

れる．取締役については上記の役割に専念することが  

可能な者を選任した結果，人数は10人（従来は38人）に  

減少した．このうち，7名は社内取締役（代表権を持  

つ副社長以上）で3名は社外取締役である（うち1名は  

アメリカ人）．監督機能の強化という点で社外取締役  

を1名増月したが，今後さらに増月が計画されている．   

一方，個別の業務遂行の責任者は執行役月（Cor－  

porate Executive Officet）に選任された．取締役と  

執行役月の区分の明確化は，カンパニー制や本社機能  

の純化といったこれまでの組織改革の考え方を，トッ  

プマネジメントの役割分化に適用したものと言える．  

また執行組織の長が取締役に登用されるという「昇  

進・昇格の延長としての取締役選任」という日本の慣行  

に対し，社員の昇進のゴールとしては執行役月を位置  

づけ，会社の機関としての取締役選任との峻別を図る  

狙いがある．6月27日に開催された定時珠主総会後の  

取締役会において，従来取締役であった者のうち18名  

が取締役を退任し執行役月に選任され，これに新たに  

選任された者9名を加えた27名が執行役月に就任した．  

また代表取締役である7名も業務執行の最高責任者と  

しての商法上の位置づけから執行役月を兼ねるものと  

した．執行役月には常務・上席常務・専務という区分が  

設けられ，各自の能力や実績に応じて取締役会が任命  

し，その任期は1年間とし原則として定時株主総会後  

の取締役会で再任・新任などを決定するルールとした．  

7．まとめ  

最後に，ソニーの組織改革の事例を通してみた企業  

組織論の論点をまとめる．  

1）分権型組織経営の広がり   

各事業ユニットに大幅に権限委譲し，自律的で迅速  

な経営を行う分権型組織運営は，今後ますます日本企  

業の間で一般化していくものと考える．特に，多様な  

事業をグローバルに展開する企業の組織形態として採  

用されるケースが増えていくと考える．ソニーが導入  

した「カンパニー制」を，その後商社，流通，薬品等，  

業界を越えて採用する企業が現れたことからも明らか  

である．経営のスピードが企業の死命線を制する現在  

の経営環境にあって，より市場・顧客に近い「場」に  

ある事業ユニットに権限・機能・経営資源を分散し，  

意思決定を行うことが迅速性・適切性の点から大切に  

なってくる．この時重要なことは同時に「本社」の戦  

1997年10 月号  

表11996年度連結業績概要（単位：100万円）  

金額   前年比   

売上高   5，663，134   23．3％増   

営業利益   370，330   57．4％増   

当期純利益   139，460   157．1％増   

略的機能を十分高めておく必要があるということであ  

る．「分権か集権か？」「トノブダウンかボトムアップ  

か？」という単純なゼロサム的議論ではなく，事業遂  

行の次元から一段高い次元で，グループ全体の全体最  

適を常に考える本社の組織・機能を純化・強化するこ  

とで相反する要素を並び立たせプラスサムの効果が得  

られる．日本の大企業の多くが基幹事業の成熟化とい  

うステージにさしかかっているが，この面からも，新  

たな成長ステージに移行する原動力となる本社の戦略  

性を高める必要がある．   

2）コーポレートガバナンスの視点   

ソニーの「取締役会改革」のケースに見られるよう  

に，本社がグループ全体また各事業ユニットの経営が  

健全に行われているかを監督し，さらに本社を含めた  

経営の総体を株主・顧客などのステークホルダーの視  

点で監督する仕組みを作ることが重要になる．これは，  

組織戦略のテーマとして従来あまり意識されていなか  

った印象を持つが，日本企業の国際的な活動に広がり  

に伴って今後ますます重要性が増すものと考える．   

組織の問題を企業の実務で担当する立場で実感する  

ことは，絶対的な理想の組織といったものは存在しな  

いということである．世界のそれぞれの地域で異なる  

事業を営み，それぞれ成り立ちも風土も違う各企業は，  

その企業固有の文脈の中で「その企業にとっての良い  

組織」を選択するべきである．つまりカンパニー制が  

良い組織形態か否かの議論に意味はな〈，ソニーにと  

ってカンパニー制は良い組織だとしても他の企業にと  

っては必ずしも良い組織ではないケースも多分にある  

ということである．そのことを念頭において本稿をお  

読み頂き，読者の参考になる部分があれば幸いである二  
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